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連結子会社の合併及び存続会社の商号変更に関するお知らせ 

 

 

当社は、2023年５月 12日開催の取締役会において、連結子会社であるツヅキインフォテクノ

東日本株式会社（以下、ツヅキインフォテクノ東日本） とツヅキインフォテクノ西日本株式会

社（以下、ツヅキインフォテクノ西日本）の２社について、2023年 10月１日を効力発生日とし

て合併し、存続会社であるツヅキインフォテクノ東日本の商号を同日付で「都築クロスサポー

ト株式会社」とすることを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、本合併は連結子会社間の合併であるため、開示事項・内容を一部省略しております。 

 

記 

 

１．合併の目的 

 当社は、当期より３か年の中期経営計画(Transformation2026)を開始しております。そ

の中で既存領域の収益性向上を実現するための重点施策として「ビジネスフォーメーショ

ンの再編」を掲げております。この度、その一環として通信機器の工事および保守を展開

する２社を合併することといたしました。 

本合併により、グループシナジーの強化とさらなる効率化を図ることで、収益の拡大を

目指してまいります。 

 

２．合併の要旨 

（１） 合併の日程 

取 締 役 会 決 議 日 2023年５月 12日 

契約締結日（各当事会社） 2023年６月 15日（予定） 

株主総会決議日（各当事会社） 2023年６月 15日（予定） 

実施予定日（効力発生日） 2023年 10月１日（予定） 

 

（２） 合併の方式 

ツヅキインフォテクノ東日本を存続会社、ツヅキインフォテクノ西日本を消滅会社と

する吸収合併方式であります。 

 

（３） 合併に係る割当ての内容 

当社の連結子会社間の合併であるため、本合併による株式割当その他の対価の交付は

ございません。 

 

（４） 新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はございません。 

 

 



３．合併の当事会社の概要 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（１） 名 称 
ツヅキインフォテクノ東日本

株式会社 

ツヅキインフォテクノ西日本

株式会社 

（２） 所 在 地 
東京都品川区小山台一丁目 

20番 20号 

大阪府大阪市中央区久太郎町

三丁目４番 30号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 鈴木 健司 代表取締役社長 安田 一郎 

（４） 
事 業 内 容 

通信機器、空調機器の工事・

保守 

電気通信設備の工事、保守、

修理および販売 

（５） 資 本 金 90百万円 90百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1967年９月 28日 1973年 10月１日 

（７） 発 行 済 株 式 数 328,000株 80,000株 

（８） 決 算 期 ３月 31日 ３月 31日 

（９） 大 株 主 及 び 

持 株 比 率 
当社 100％ 当社 100％ 

（10） 直前事業年度の経営成績及び財政状態 

決 算 期 2023年 3月期 2023年 3月期 

 純 資 産 364百万円 344百万円 

 総 資 産 917百万円 658百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 1,109.80円 4,310.90円 

 売 上 高 2,260百万円 1,122百万円 

 営 業 利 益 40百万円 △13百万円 

 経 常 利 益 43百万円 △13百万円 

 当 期 純 利 益 27百万円 △10百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 83.66円 △131.54円 

 

４．存続会社の商号変更 

合併存続会社のツヅキインフォテクノ東日本は、2023年 10月１日をもって「都築クロ

スサポート株式会社」に商号変更いたします。 

 

５．合併後の状況（2023年 10月１日） 

  吸収合併存続会社 

（１） 名 称 都築クロスサポート株式会社 

（２） 所 在 地 東京都品川区小山台一丁目 20番 20号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 清水 規之 

（４） 事 業 内 容 情報通信システムおよび環境システムの販売・設計・施工・保守 

（５） 資 本 金 90百万円 

（６） 決 算 期 ３月 31日 

 

６．今後の見通し 

本合併は当社連結子会社間の合併であるため、当社の連結業績に与える影響は軽微で

あります。 

 

            

                        以 上 


